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○あさか学習おとどけ講座実施要綱 

平成11年４月１日要綱 

改正 

平成13年４月１日 

平成16年４月１日 

平成19年４月４日 

平成21年４月１日 

平成26年４月１日 

平成31年２月25日要綱第３号 

あさか学習おとどけ講座実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、あさか学習おとどけ講座（以下「おとどけ講座」という。）の実施により、

市民の主体的な学習機会の拡充と市政への理解を深めることによって、生涯学習の推進と市民協

働の市政の進展に寄与することを目的とする。 

（対象） 

第２条 おとどけ講座を利用できるものは、市内に在住、在勤又は在学する５人以上の者で構成さ

れた団体とする。 

（講座の内容） 

第３条 おとどけ講座の内容は、次の２種類から構成するものとする。 

(１) 行政メニュー 

市の職員又はその委託若しくは指定した者が講師となって、主に市の施策等の説明を行うも

の 

(２) 企業等メニュー 

企業等（事業所）の社員が講師となって、その専門的知識・技能資格を活かして講義等を行

うもの 

２ おとどけ講座として登録するメニューの内容は、毎年度別に定めるものとする。 

３ 行政メニューについては、おとどけ講座を利用するものの希望により、前項に規定するメニュ

ー以外のおとどけ講座を行うことができる。 

（利用時間及び場所） 

第４条 おとどけ講座の利用は、12月28日から翌年１月４日までの日を除き、午前９時から午後９
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時までのうち原則２時間以内とし、その場所は、市内に限るものとする。 

（利用申込み等） 

第５条 おとどけ講座を利用しようとする団体の代表者（以下「利用者」という。）は、あさか学

習おとどけ講座利用申込書（様式第１号）を教育委員会に提出するものとする。 

２ 前項の申込書の提出期限は、原則として次のとおりとする。 

(１) 行政メニューの利用申込みの場合 

当該利用者が利用しようとする日の14日前まで 

(２) 企業等メニューの利用申込みの場合 

当該利用者が利用しようとする日の１月前まで 

（決定） 

第６条 教育委員会は、前条の利用の申込みがあったときは、内容、日時等について当該講座の講

師又は担当課等と調整の上、利用の可否を決定し、あさか学習おとどけ講座利用（決定・否決）

通知書（様式第２号）により利用者に通知するものとする。 

２ 教育委員会は、前項の利用の決定をする場合において必要と認めるときは、条件を付すること

ができる。 

（利用の制限） 

第７条 教育委員会は、利用者が開催を予定する講座が次の各号のいずれかに該当するおそれがあ

ると認めるときは、おとどけ講座の利用を許可しない。 

(１) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を阻害するとき。 

(２) 主に政治、宗教又は営利を目的とした催しに利用するとき。 

(３) 専ら批判や苦情の申立て、個別相談等を目的としているとき。 

(４) その他おとどけ講座の目的に反すると認めるとき。 

（利用者の責任） 

第８条 おとどけ講座の利用に係る会場施設の使用及び当該講座の運営（特に講座参加者の安全確

保）については、利用者の責任においてこれを行うものとする。 

（変更等の届出） 

第９条 利用者は、第６条第１項の規定によりおとどけ講座の利用の決定を受けた後、開催日時、

場所その他申込事項に変更があったとき、又はおとどけ講座の利用を取り消そうとするときは、

直ちに教育委員会に届け出て、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更について

は、この限りでない。 
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（利用料） 

第10条 おとどけ講座の利用料は、無料とする。ただし、利用者は、講座の実施に伴い使用する教

材等の代価については、その実費を負担しなければならない。 

２ 前項ただし書の規定により実費の負担を求める場合、当該講師は、あらかじめその内容及び金

額等について教育委員会と協議の上、利用者に通知するものとする。 

（利用後の報告） 

第11条 利用者は、講座終了後14日以内に、教育委員会にあさか学習おとどけ講座利用報告書（様

式第３号）を提出しなければならない。 

（庶務） 

第12条 おとどけ講座に関する庶務は生涯学習・スポーツ課が行う。 

（その他） 

第13条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年４月１日） 

この要綱は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年４月１日） 

この要綱は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年４月４日） 

この要綱は、平成19年４月４日から施行する。 

附 則（平成21年４月１日） 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年４月１日） 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年２月25日要綱第３号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式による用紙については、当分の間、

これを取り繕って使用することができる。 
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様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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様式第３号（第11条関係） 

 


